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This study aims to predict the effects of elevated railway system in local cities. The target assumes 
all projects have been carried out by the year 2012. To measure the effect of macro and micro location 
for all projects, the macro population and employment, in the micro-effect was measured from road 
traffic and land prices. As a result, it is considered that doing projects, to be effective for the micro. 






































北海道地方 0.228 0.368 0.022
東北地方 0.321 0.631 0.072
関東地方 0.356 0.749 0.099
中部地方 0.285 1.073 0.036
近畿地方 0.310 0.580 0.066
中国地方 0.193 0.412 0.050
四国地方 0.247 0.864 0.022


























本研究では 2012 年までに全国で行われた 194 箇所の
連続立体交差事業実施箇所のうち、表 2 で示した三大都
市圏を除く、地方都市で行われた 80 箇所を対象とする。
また、実施箇所の分布を図 2 に示す。 
すべての地方都市における事業箇所のうち、1973 年～
2002 年に高架切替を行った 44 事業箇所を対象とし、そ
れらの事業箇所についてマクロな効果測定を行い、高架






北海道 7 青森県 1 茨城県 1 新潟県 2
岩手県 無 栃木県 2 富山県 1
宮城県 3 群馬県 4 石川県 2
秋田県 無 福井県 1
山形県 無 山梨県 無
福島県 無 長野県 2
静岡県 5
計
三重県 2 鳥取県 1 徳島県 1 福岡県 9
滋賀県 無 島根県 3 香川県 4 佐賀県 3
和歌山県 2 岡山県 3 愛媛県 4 長崎県 3
広島県 3 高知県 1 熊本県 1




計 4箇所 11箇所 10箇所 24箇所


































































図 2 対象とする地方都市の連続立体交差事業箇所 
表 2 対象とする地方都市の連続立体交差事業箇所数 





研究時点が 2012 年なので、2003 年以降に行われた事業
実施箇所は高架切替後 10 年の効果を測定できないため、
2003 年以降の事業は除外した。（34 箇所を除外） 
これらの 2 つの条件のなかで表 3 に示した高架切替年
が 1973 年から 2002 年の全 44 箇所についてマクロな観
点から人口及び就業者数について効果測定を行う。また、




















（３）高架切替年を基準とした前後 10 年の増減の検討 
 高架切替年時の指標について、対象都市の人口及び就
業者数の規模の大小 5 都市の全 11 都市について高架切
替前後 10 年の増減を 5 年ごとにみる。人口及び就業者
数の規模の大きい都市については、都市間の規模の差が
大きくなるため、表 4 のように高架切替年を基準 1 とし
て、高架切替前後 10 年の値を高架切替年の値で除した
もので高架切替前後 10 年の増減の比較を行う。 












対象都市 0.765 1.000 1.134 0.369




























 対象都市に対して分類したものを表 6 に示す。人口規












人口 Type1 Type2 Type3 Type4 Type5
10万以下 3都市 1都市 1都市 無 3都市
10万～30万 3都市 6都市 7都市 1都市 4都市
30万～50万 4都市 4都市 無 無 無
50万以上 3都市 4都市 無 無 無
就業者数 Type1 Type2 Type3 Type4 Type5
10万以下 2都市 2都市 1都市 無 3都市
10万～30万 2都市 6都市 11都市 無 2都市
30万～50万 2都市 6都市 無 無 無
50万以上 3都市 4都市 無 無 無  
表 5 高架切替前後 10 年の増減分類基準 
表 4 高架切替前後 10 年の増減（例：旭川市の人口） 
表 6 人口と就業者数の分類 
図 4 高架切替前後 10 年の増減（例：旭川市の人口） 
図 3 マクロ効果測定の対象箇所の分布 


















1970年代 Type3 Type2 Type1 Type1
1980年代 Type1 Type3 Type2 Type1















1970年代 Type3 Type2 Type2 Type1
1980年代 Type1 Type3 Type2 Type1







 マクロな効果測定を行った結果、表 9 に示す増減の大
きい都市を 11 都市選定した。また、その対象箇所の分










北海道 北海道 香川県 岡山県 群馬県 宮城県
札幌市 千歳市 丸亀市 岡山市 前橋市 仙台市
香川県 愛媛県 群馬県 新潟県 佐賀県

























て、図 6 のように GIS 上に住宅地と商業地の地価をプロ
ットし、沿線から 500m の距離にある地価公示情報から
高架切替前後 10 年の比較を行う。事業区間については、














 図 7 年代別地価推移（商業地） 
表 8 人口規模別、年代別タイプ分類（就業者数） 
表 7 人口規模別、年代別タイプ分類（人口） 
図 6 効果測定の分析範囲と範囲内の地価（例：札幌市） 
図 5 ミクロ効果測定の対象箇所の分布 


















































上位都市 交差道路数 下位都市 交差道路数
札幌市 5 坂出市 1
千歳市 2 今治市 2
丸亀市 1 桐生市 1
岡山市 2 三条市 1
前橋市 4 佐世保市 0
仙台市 1  
 














図 9 事業路線と交差道路の配置（例：札幌市） 
図 8 年代別対全国平均地価推移（商業地） 
図 10 交通量と旅行速度の推移（例：札幌市） 
表 10 代表箇所の交差道路数 
Hosei University Repository
 他の指標と同様に図 11,図 12のように高架切替を基準






















上位都市 2,026 -8.0 









上位都市 0.113 -0.297 


























































表 12 代表箇所の高架切替前後 10 年の変化（指数） 
表 11 代表箇所の高架切替前後 10 年の変化（実数） 
図 12 代表箇所の旅行速度の変化 
図 11 代表箇所の交通量の変化 
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